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(57)【要約】
　接地面にらせん状のらせん負荷で形成され、ＣＲＬＨ
－ＴＬ構造のリアクタンス成分が調節されることにより
共振周波数が低減されるアンテナを提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接地面にらせん状のらせん負荷が形成され、ＣＲＬＨ－ＴＬ構造のリアクタンス成分が
調節されることにより共振周波数が低減されることを特徴とするアンテナ。
【請求項２】
　前記らせん負荷は、前記ＣＲＬＨ－ＴＬ構造において並列インダクターを増大すると、
０次共振周波数が低減されることを特徴とする請求項１に記載のアンテナ。
【請求項３】
　前記らせん負荷は、前記らせん状のスロットで実現されることを特徴とする請求項１に
記載のアンテナ。
【請求項４】
　前記らせん負荷のらせんターン数が増加するに伴い前記共振周波数が低周波領域に移動
することを特徴とする請求項１に記載のアンテナ。
【請求項５】
　前記らせん負荷が２つのセルで構成され、前記２つのセルが両方とも時計回り方向であ
る同じ向きに形成された場合、前記らせん負荷のらせんターン数が増加するに伴い－１次
共振周波数及び０次共振周波数が低周波領域に移動することを特徴とする請求項４に記載
のアンテナ。
【請求項６】
　前記らせん負荷が２つのセルで構成され、前記２つのセルのそれぞれが時計回り方向及
び反時計回り方向である対向する向きに形成された場合、前記らせん負荷のらせんターン
数が増加するに伴い－１次共振周波数及び０次共振周波数が低周波領域に移動することを
特徴とする請求項４に記載のアンテナ。
【請求項７】
　前記らせん負荷を構成する単位セルの数、パッチサイズ、ビアサイズ、誘電体基板のサ
イズ、前記らせん負荷の幅、前記らせん負荷の間隔、前記らせん負荷の向き、前記らせん
負荷の給電位置または前記らせん負荷の給電方法の変化によって、アンテナ性能が調整さ
れることを特徴とする請求項１に記載のアンテナ。
【請求項８】
　前記アンテナの上層と下層の間に前記誘電体基板が配され、前記上層には給電線路及び
２つのパッチが配され、前記上層のパッチ及び前記下層のらせん負荷はビアを介してつな
がり合い、前記下層にらせん状のスロットが形成された接地面が配されることを特徴とす
る請求項７に記載のアンテナ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、右手／左手系複合伝送線路（ＣＲＬＨ－ＴＬ：Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ Ｒｉｇ
ｈｔ ａｎｄ Ｌｅｆｔ Ｈａｎｄｅｄ Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ Ｌｉｎｅ）構造のメタ
マテリアルアンテナに係り、さらに詳しくは、接地面のらせん負荷を用いて小型化を図っ
たＣＲＬＨ－ＴＬ構造のメタマテリアルアンテナに関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近、電磁波の応用分野において大きな関心を引き寄せているメタマテリアル構造は、
一般電磁気理論において言及されていない特異現象を示し、分散特性において群速度及び
位相速度が異なる符号を有して、右手進行法則ではなく、左手進行法則によって電磁波の
進行が説明される。例えば、自由空間においてメタマテリアルで電磁波が進行するとき、
透過波の横方向成分が入射波のそれとは反対となり、右手進行法則の線路（ＲＨ－ＴＬ）
と左手進行法則の線路（ＬＨ－ＴＨ）とを組み合わせる場合、通過及び遮断の帯域が従来
の右手系伝送線路（ＲＨＴＬ）単独のそれとは異なるように形成される。
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明の目的は、接地面のらせん負荷を用いて小型化を図ったＣＲＬＨ－ＴＬメタマテ
リアルアンテナを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の一実施形態に係るアンテナは、接地面にらせん状のらせん負荷で実現されてＣ
ＲＬＨ－ＴＬ構造のリアクタンス成分が調節されることにより共振周波数が低減される。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明によれば、接地面にらせん状のらせん負荷で実現されてＣＲＬＨ－ＴＬ構造のリ
アクタンス成分が調節されることにより低い共振周波数が得られ、その結果、小型化が図
れたアンテナを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】ＣＲＬＨ－ＴＬ構造の等価回路及び単位セルを示す図である。
【図２】ＣＲＬＨ－ＴＬ構造の回路による伝搬定数－周波数のグラフを示す図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る２つの単位セルで構成されたＣＴＬＨ－ＴＬ構造のア
ンテナを層別に分けて示す図である。
【図４】本発明の一実施形態に係る２つの単位セルで構成されたＣＴＬＨ－ＴＬ構造のア
ンテナを上から見下ろした図であり、パッチ及び給電線路を示す。
【図５】本発明の一実施形態に係る２つの単位セルで構成されたＣＴＬＨ－ＴＬ構造のア
ンテナを下から見上げた図であり、らせん状のスロットに沿ったらせん負荷が示されてい
る。
【図６】２つのセルのらせん負荷が両方とも時計回り方向に実現された場合、らせんのタ
ーン数による反射損失を示す図である。
【図７】図６におけるらせんのターン数が３である場合における０次共振周波数の利得分
布または放射パターンを示す図である。
【図８】２つのセルのらせん負荷が対向する向きに実現された場合、らせんのターン数に
よる反射損失を示す図である。
【図９】図８におけるらせんのターン数が３である場合における０次共振周波数の利得分
布または放射パターンを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　以下、図面に基づき、ＣＲＬＨ－ＴＬ構造のメタマテリアルアンテナを詳述する。
【０００８】
　図１は、ＣＲＬＨ－ＴＬ構造の等価回路及び単位セルを示す図である。
【０００９】
　図１を参照すると、ＣＲＬＨ－ＴＬ構造の等価回路１００は、直列インダクターＬＲと
、並列キャパシターＣＲと、並列インダクターＬＬ及び直列キャパシターＣＬを備え、さ
らに単位セル１１０を備える。ここで、直列インダクターＬＲ及び並列キャパシターＣＲ

は、通常構造の回路を等価化させるために示したものである。なお、並列インダクターＬ

Ｌ及び直列キャパシターＣＬは、ＣＲＬＨ－ＴＬ構造の回路を等価化させるために付加さ
れたものである。
【００１０】
　本発明に係るアンテナに採用されるメタマテリアルの代表例としては、ＣＲＬＨ－ＴＬ
構造が挙げられるが、この構造は、共振モードが、従来のアンテナにおける正の次数（＋
）及び負の次数（－）を併せ持つ。
【００１１】
　ＣＲＬＨ－ＴＬ構造の共振モードには、伝搬定数が「０」となる０次共振モードがある
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。この０次共振モードにおいては波長が無限大となり、電波の伝搬による位相遅れが発生
しない。０次共振モードの共振周波数はＣＲＬＨ－ＴＬを構成するリアクタンス成分によ
って決定されるためアンテナの長さに依存せず、アンテナの小型化に有利である。
【００１２】
　本発明の一実施形態に係るアンテナは、接地面にらせん状のらせん負荷を形成してリア
クタンス成分を調節することにより低い共振周波数が得られ、その結果、小型化が図れる
。
【００１３】
　上述したように、０次共振周波数はリアクタンス成分によって決定されるため、本発明
に係るアンテナにおけるらせん負荷は並列インダクターＬＬを増大させる役割を果して０
次共振周波数を低減することが可能となる。
【００１４】
　図２は、ＣＲＬＨ－ＴＬ構造の等価回路による伝搬定数－周波数のグラフを示す図であ
る。
【００１５】
　図２を参照すると、本発明の一実施形態に係るＣＲＬＨ－ＴＬ構造を用いたアンテナは
、右手領域（ＲＨ領域）及び左手領域（ＬＨ領域）によって共振周波数が異なり、正の次
数（＋）だけではなく、０次、負の次数（－）の共振周波数をも得られることが分かる。
【００１６】
　図３は、本発明の一実施形態に係る２つの単位セルで構成されたＣＴＬＨ－ＴＬ構造の
アンテナを層別に分けて示す図である。
【００１７】
　図３を参照すると、本発明の一実施形態に係るＣＲＬＨ－ＴＬアンテナ３００は、２つ
の単位セルで構成される。
【００１８】
　例えば、本発明の一実施形態に係るＣＴＬＨ－ＴＬアンテナ３００は、上層３１１と下
層３１２との間に誘電率２．２、サイズ５５ｍｍ×５５ｍｍ×１．５ｍｍの誘電体基板が
配され、上層３１１には幅８ｍｍの給電線路３５１及びサイズ１２．４ｍｍ×２５ｍｍの
２つのパッチ３２１、３２２が配されてもよい。
【００１９】
　また、本発明の一実施形態に係るＣＴＬＨ－ＴＬアンテナ３００におけるパッチ３３１
、３３２間の間隔は０．２ｍｍであり、下層３１２には幅０．２ｍｍ、間隔０．２ｍｍの
らせん状のスロットが形成された接地面が配されてもよい。
【００２０】
　さらに、本発明の一実施形態に係るＣＴＬＨ－ＴＬ構造のアンテナ３００における上層
のパッチ３２１、３２２及び下層のらせん負荷３４１、３４２は、半径０．２ｍｍのビア
３３１、３３２を介してつながり合ってもよい。
【００２１】
　このように、本発明の一実施形態に係るＣＴＬＨ－ＴＬ構造のアンテナ３００は、らせ
ん状のスロットてらせん負荷が実現される。
【００２２】
　図４は、本発明の一実施形態に係る２つの単位セルで構成されたＣＴＬＨ－ＴＬ構造の
アンテナを上から見下ろした図であって、パッチ及び給電線路を示してあり、図５は、本
発明の一実施形態に係る２つの単位セルで構成されたＣＴＬＨ－ＴＬ構造のアンテナを下
から見上げた図であって、らせん状のスロットに沿ってらせん負荷が示されている。
【００２３】
　図６は、２つのセルのらせん負荷が両方とも時計回り方向に形成された場合、らせんの
ターン数による反射損失を示す図である。
【００２４】
　図６を参照すると、本発明の一実施形態に係るアンテナは、２つの単位セルのらせん負
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荷が両方とも時計回り方向の同じ向きに形成された場合であって、それぞれらせんのター
ン数が増加するに伴い－１次共振周波数及び０次共振周波数が下降することが分かる。
【００２５】
　図７は、図６におけるらせんのターン数が３である場合における０次共振周波数の利得
分布または放射パターンを示す図である。
【００２６】
　本発明の一実施形態に係るアンテナは、図６に示すように、単位セルのらせん負荷にお
けるらせんのターン数が３である場合、０次共振周波数に対する最大利得は０．０３ｄＢ
ｉである。
【００２７】
　図８は、２つのセルのらせん負荷が対向する向きに形成された場合、らせんのターン数
による反射損失を示す図である。
【００２８】
　図８を参照すると、本発明の一実施形態に係るアンテナは、２つのセルのうち、第１の
セルのらせん負荷は時計回り方向、第２のセルのらせん負荷は反時計回り方向で、互いに
対向する向きに形成された場合であり、それぞれターン数が増加するに伴い－１次共振周
波数及び０次共振周波数が下降することが分かる。
【００２９】
　図９は、図８に示すらせんのターン数が３である場合における０次共振周波数の利得分
布または放射パターンを示す図である。
【００３０】
　本発明の一実施形態に係るアンテナは、図８に示すように、単位セルのらせん負荷にお
けるらせんのターン数が３である場合、０次共振周波数に対する最大利得は－１．７５ｄ
Ｂｉである。
【００３１】
　また、本発明の一実施形態に係るアンテナは、単位セルの数、パッチサイズ、ビアサイ
ズ、誘電体基板のサイズ、らせん負荷の幅、らせん負荷間の間隔、らせん負荷の向き、ら
せん負荷のターン数、給電位置及び給電方法などの変化によってユーザー所望のアンテナ
性能が得られる。
【００３２】
　このように、本発明に係るアンテナは、接地面にらせん状のらせん負荷を形成して、Ｃ
ＲＬＨ－ＴＬ構造のリアクタンス成分を調節することによりアンテナの長さに依存しない
低い０次共振周波数または負の次数の共振周波数を得ることができ、これにより、アンテ
ナの小型化を図ることができる。
【００３３】
　以上、本発明を限定された実施形態及び図面に基づいて説明したが、本発明は上記の実
施形態に何ら限定されるものではなく、本発明が属する技術分野において通常の知識を持
った者であれば、このような記載から様々な修正及び変形が可能である。
【００３４】
　よって、本発明の範囲は説明された実施形態に制限されて定められてはならず、後述す
る特許請求の範囲だけではなく、この特許請求の範囲と均等なものによって定められるべ
きである。
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【国際調査報告】
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